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政策担当秘書制度に関する要望書 

 

【意見】 

国会議員政策担当秘書選考採用審査認定を受けることができる者の要件に「税理士試験に合格

した者（５科目以上の試験科目に合格し、税理士試験を免除された者を含む）」を加えること。 

 

【理由】 

国会議員の政策担当秘書資格試験等実施規程（以下、「規程」とする。）第 19条第１項第一号に

おいて、国会議員の政策担当秘書選考採用審査認定を受けることができる者について、「司法試験、

公認会計士試験、国家公務員採用Ⅰ種試験、外務公務員採用Ⅰ種試験又は審査認定委員会が定め

る試験に合格していること。」と規定されている。 

政策担当秘書制度は、国会議員の政策活動を直接補佐する秘書を設けて、国会議員の政策立案・

立法調査機能を高めるために創設されたものであり、税務の専門家である税理士資格を付与され

るための税理士試験を合格した者についても、こうした制度創設の趣旨を実現するための能力を

十分に備えているものと考えられ、特に毎年度行われる税制改正に関する国会審議等でその職能

を発揮することが期待される。 

さらに近年、税理士はその多様な能力が認められ、地方自治法をはじめ、会社法、政治資金規

正法、中小企業新事業活動促進法など様々な法律に有資格者として規定され、社会からの要請も

ますます大きくなってきている。 

以上のことから、規程第１項第一号に「税理士試験に合格した者（５科目以上の試験科目に合

格し、税理士試験を免除された者を含む）」を加えるべきである。なお、税理士試験は科目合格制

を採用しており、５科目合格することで税理士資格を有することになるが、６科目以上を受験す

ることが可能であり、その場合、「合格証書」が発行されず、「税理士試験免除決定通知書」が発

行されるケースもあることから、「税理士試験に合格した者」だけではなく、「５科目以上の試験

科目に合格し、税理士試験を免除された者を含む」ことも含める必要がある。 

 

【参考】国会議員の政策担当秘書資格試験等実施規程 

（選考採用審査認定を受けることができる者の要件）  

第19条 次の各号の一に該当する者は、選考採用審査認定を受けることができる。ただし、第７条各号の一に該

当する者は、この限りでない。 

一 司法試験、公認会計士試験、国家公務員採用Ⅰ種試験若しくは外務公務員採用Ⅰ種試験又は審査認定委員

会が定める試験に合格していること。 

二 博士の学位を授与されていること。 

三 国若しくは地方公共団体の公務員又は会社、労働組合その他の団体の職員としての在職期間が通算して 10

年以上であり、かつ、専門分野における業績が顕著であると客観的に認められる著書等があること。 

四 次のいずれかに該当し、かつ、第 24条に規定する政策担当秘書研修を受講し、その修了証書の交付を受け

ていること。 

イ 国会法第132条第１項に規定する秘書（以下「議員秘書」という。）として在職した期間が 10年以上であ

ること。 

ロ 議員秘書として在職した期間が５年以上10年未満であり、かつ、当該期間と政党職員（国会議員が所属し

ている政党の職員をいう。）の職務その他議員秘書の職務に類似するものとして審査認定委員会が認める職

務に従事した期間とを合算した期間が 10年以上であること。 

 


